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外出自粛で所得以上の落ち込みが続く個人消費
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―　一世帯30万円の「新型コロナ貯蓄」を消費につなげることが課題　―

（１）９月の現金給与総額（断層調整済ベース）は、前年比▲0.7％と６ヵ月連続のマイナス（図表
１）。所定外給与の減少が主因。企業収益の悪化を受けて、今後、冬季賞与や2021年度の春季
賃金交渉も厳しくなることが見込まれ、所得環境の悪化が個人消費の逆風に。

（２）足元で注目されるのは、個人消費の落ち込みが、所得の減少以上に深刻化している点。世帯
当たりの実質個人消費は、４～５月の最悪期からは持ち直したものの、９月も前年比▲10.2％
と大幅減が持続（図表２）。昨年の消費増税前の駆け込みの反動減もあるものの、外食、交通、
レジャー関連を中心に外出自粛の影響が長期化。

（３）この結果、消費性向が例年対比下振れ（図表３）。仮に、昨年の消費性向が所得に見合った
消費水準に伴うものとみなして試算すると、９月までに手元に残されている「新型コロナ貯蓄」
は、勤労者世帯平均で29.2万円、引退世帯平均で30.8万円（図表４）。

（４）10月以降、外出自粛要請の緩和、GO TOキャンペーンの拡大等を受けて、低迷を続けてきたレ
ジャー関連消費にも持ち直しの動きがみられるものの、依然としてコロナ前を下回る水準。ア
フターコロナの安全・安心に訴えたサービス・商品の提供で、この「新型コロナ貯蓄」を消費
に回す機会を作り出し、景気回復につなげていくことが急務。

（図表１）現金給与総額の寄与度分解

（常用労働者計、前年比）

（図表２）世帯当たり実質消費（前年比）

（図表３） 世帯タイプ別の消費性向 （図表４）「新型コロナ貯蓄」の規模（累計、試算）
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（注）2018年１月、2019年１月に実施された調査対象企業の入れ替え

により生じたデータの断層を調整。
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（注）二人以上世帯。引退世帯は、世帯主が60歳以上で無職の世帯。
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（注）世帯は図表３に同じ。


